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平成２８年度事業報告書 

１ 国家試験・免許登録事業 

（１）試験事業 

ア 試験委員会開催 

あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律第 3条の 4及び同条 

の 23 に基づき、平成 28 年 7 月 14 日に方針決定・出題依頼会議を開催し、第 25 回あ

ん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゅう師国家試験の実施要綱を定めた。 

以降、問題選定会議、問題決定会議、問題検閲会議及び問題校正会議を開催し、国

家試験問題を作成した。 

国家試験終了後には、問題審査・合否（案）決定会議を開催し、不適切問題の有無

等について検証を行った。 

   

  イ 国家試験の官報公告 

    平成 28 年 9 月 1 日第 25 回の「あん摩マッサージ指圧師国家試験の施行」「はり師

国家試験の施行」「きゅう師国家試験の施行」が厚生労働大臣名で公告された。 

 

  ウ 国家試験実施日 

平成 29 年 2 月 25 日（土） あん摩マッサージ指圧師国家試験 

  平成 29 年 2 月 26 日（日） はり師、きゅう師国家試験 

     

  エ 試験地 

  晴眼者試験会場 

   あん摩マッサージ指圧師･･･宮城、東京、愛知、大阪、香川、鹿児島 

はり師、きゅう師･･･北海道、宮城、東京、新潟、愛知、大阪、広島、 

香川、福岡、鹿児島、沖縄 

    視覚障害者試験会場 

    あん摩マッサージ指圧師･･･各都道府県 

はり師、きゅう師･･･栃木県、長崎県を除く各都道府県 

 

  オ 試験方法 

筆記試験・点字試験、いずれも客観式四肢択一で実施 

 

カ 合格発表 

  平成 29 年 3 月 28 日（火）14 時に、厚生労働省及び財団において合格者の受験地、

受験番号を掲示するとともに、ホームページにおいて合格者の受験地、受験番号（音

声対応）で公表した。なお、同時に正答肢（音声対応）も厚生労働省及び財団のホ

ームページにおいて公表した。 

  



キ 試験の結果 

試 験 種 類 受験者数 合格者数 合格率 

あん摩ﾏｯｻｰｼﾞ指圧師 1,601 人 1,354 人 84.6％ 

はり師 4,527 人 3,032 人 67.0％ 

きゅう師 4,443 人 3,010 人 67.7％ 

 

（２）免許登録事業 

あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律第 3 条の 3 の登録事務

及び免許証の交付等を次のとおり行った。 

区  分 免許登録  訂正・書換 再交付   消除 

あん摩ﾏｯｻｰｼﾞ指圧師 1,434 人 468 人 184 人 40 人 

はり師 3,518 人 898 人 179 人 35 人 

きゅう師 3,561 人 897 人 171 人 34 人 

 

（３）厚生労働大臣免許保有証の発行 1,417 枚 

 

２ 生涯研修事業 

関係団体及び関係学会が実施している生涯研修会に、当財団が研修課程（医学教養、

基礎医学、臨床）の単位数を定め、25単位以上を取得した者に対し、理事長名の生涯研

修修了証書を交付した。また、生涯研修修了証書を8年間で5回取得した者に対しては、

理事長表彰状を交付した。 

 

（１）生涯研修受講者数（平成 29 年 3 月 31 日現在） 

  受講者           14,032 人 

  修了証書交付者数    1,430 人 

 

（２）理事長表彰者数（平成 28 年 10 月表彰） 

     1 回目表彰者数       81 人 

     2 回目表彰者数       36 人 

     3 回目表彰者数            261 人 

4 回目表彰者数             48 人 

 

（３）生涯研修実施作業部会の開催 

 生涯研修実施作業部会（第 1回）の開催（平成 28 年 7 月 7 日） 

 議題：生涯研修の複数年度制等について 



（４）生涯研修検討委員会の開催（平成 28 年 11 月 24 日） 

    議題：生涯研修の複数年度制等について 

 

（５）財団共催の生涯研修会の実施 

関係団体及び関係学会が実施している生涯研修会に財団が共催で加わり、財団が作

成した「財団共催の生涯研修指定教材（CD）」に沿って、全国 10 ヶ所で研修を行った。 

 

３ 研究助成事業                    

鍼灸等研究推進委員会の開催（平成 28 年 5 月 25 日） 

 （１）平成 27 年度案件に関する申請者からの報告 

① 慢性膝痛に対するマッサージ療法の持続効果に関する検討 

② 我が国におけるあん摩マッサージ指圧、鍼灸、その他の手技療法の受療状況に関 

する調査研究 

③ スポーツ分野における鍼灸マッサージに関するシステマティック・レビュー 

④ 「鍼灸師・マッサージ師のための痛み学習システム」の構築 

⑤ 鍼灸の安全性教育のための eラーニング教材の開発とシステム構築 

⑥ 鍼灸文献データベース（JACLiD）のコンテンツと利便性の改良に関する研究 

 

（２）平成 28 年度案件の採択：11 件の公募案件から選考を行い、下記 7課題に決定した。 

① 慢性膝痛に対するマッサージ療法の持続効果に関する検討 

～マッサージ療法の効果と患者の日常生活における活動量との関連について～ 

② 大都市圏の柔道整復施術所における鍼灸療法およびあん摩マッサージ指圧療法

の実態に関する調査研究 

③ 「鍼灸師・あんまマッサージ師」のための痛み学習の習得状況に関する評価シス

テムの開発 

④ 鍼灸文献データベース（JACLiD）の収載内容の充実と検索精度の向上に関する研

究 

⑤ 鍼灸治療による腰部脊柱管狭窄症および頸椎症性神経根症の症状変化 

－鍼灸院来院患者における実態調査－ 

⑥ 医師の鍼灸治療に対する意識調査 医療連携の確立に向けて 

⑦ 高齢者の口腔内環境の改善に役立つ鍼刺激の効果 

－唾液量および唾液中抗菌タンパクに着目して— 

 

 

 

 

 

 

  



４ あはき学校養成施設カリキュラム等改善検討委員会 

   平成 28 年 6 月 9 日 

   平成 28 年 7 月 8 日 

   平成 28 年 9 月 12 日 

        厚生労働省医政局医事課主導の下、学識経験者、関係団体、養成施設の構成員とし

て参画。 

    平成 28 年 10 月 31 日に教育内容等の改正を提言した報告書が取りまとめられた。 

 

５ 国家試験あり方検討会の開催 

   平成 28 年 10 月 7 日 

   平成 29 年 1 月 16 日 

    現行のあはき師国家試験を評価し、あはき師学校養成施設カリキュラム等の改善内

容も踏まえ、試験の改善及び今後の試験のあり方について検討を行った。 

    引き続き検討を行い、平成 29 年 9 月を目途に報告書を取りまとめる予定。 

 

６ 理事会及び評議員会の開催 

平成 28 年度第１回理事会（平成 28 年 5 月 19 日） 

開催場所  公益財団法人東洋療法研修試験財団 会議室 

決議事項  平成 27 年度事業報告書及び収支決算書の承認 

報告事項  平成 27 年度第 2 回理事会以降の理事長・常務理事の職務執行状況、第

24 回国家試験受験者数及び合格者数、財団共催の生涯研修実施状況     

 

平成 28 年度定時評議員会（平成 28 年 6 月 8 日） 

開催場所  公益財団法人東洋療法研修試験財団 会議室 

決議事項  平成 27 年度事業報告書及び収支決算書の承認 

      役員の退任（任期満了）に伴う選任 

      評議員の退任（任期満了）に伴う選任 

    報告事項  第 24 回国家試験受験者数及び合格者数、カリキュラム検討委員会につ

いて、国家試験あり方検討会について、財団共催の生涯研修実施状況 

 

平成 28 年度第 1回臨時理事会（平成 28 年 6 月 8 日） 

開催場所  公益財団法人東洋療法研修試験財団 会議室 

  決議事項  理事長及び常務理事の選定 

報告事項  役員の退任（任期満了）に伴う選任、評議員の退任（任期満了）に 

伴う選任 

 

 

 

  



平成 28 年度第 2回臨時理事会（書面表決）（平成 28 年 8 月 1 日） 

  決議事項  国家試験あり方検討会の設置 

        受験手数料等単価改正の検討 

        財産運用管理規程の改定 

 

平成 28 年度第 2回理事会（平成 29 年 2 月 22 日） 

開催場所  公益財団法人東洋療法研修試験財団 会議室 

決議事項  平成 29 年度事業計画書及び収支予算書の承認 

定時評議員会の日時及び場所並びに目的である事項等 

免許証英訳文証明書の有料化 

報告事項  第 1 回理事会以降の理事長・常務理事の職務執行状況、 

第 25 回国家試験実施状況、受験手数料等単価改正の検討、国家試験あ

り方検討会、特定資産の運用 



平成 28 年度事業報告 

 

平成 28 年度事業報告には、「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しないので、

「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第 34 条第 3項に規定する附属明

細書は作成しない。 

 

 

 

平成 29 年 5 月 

公益財団法人 東洋療法研修試験財団 

 


